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レポートの総括 
 
 長野県食と農業農村振興計画（以下、「振興計画」という。）レポートは、「長野県食と農業農

村振興の県民条例」第８条に規定された、県が講じた食と農業・農村の振興に関する施策の実

施状況の長野県議会への報告及び概要公表となるものであるとともに、食と農業・農村の振興

に関して県が講じた施策の状況や背景、今後の対応について、広く県民の皆さんにわかりやす

く情報提供することを目的に作成した年次報告書です。 

その概要は以下のとおりです。 

 

 
  

平成 24 年の農業農村総生産額（推計）は 2,908 億円（対前年比 99.5％）となりました。 

これは、農産加工や観光農業が好調に推移したことから農業関連産出額が増加した一方、き

のこや野菜の価格低迷などにより農産物産出額が減尐したことから、全体では前年に比べ 14

億円の減尐となりました。 

 第１期振興計画最終年（平成 24 年）の目標値と比較すると 92 億円丌足し、96.9％の達成

率となりました。 

 農産物産出額 

平成 24 年の農産物産出額（推計）は 2,717 億円（対前年比 99.3％）となりました。 

これは、年間を通して好天に恵まれたことから、米や果実の生産量が増加した一方、きのこ

や野菜において生産過剰による価格低迷などにより、全体では前年に比べ 19 億円の減尐とな

りました。 

 農業関連産出額 

平成 24 年の農業関連産出額（推計）は 191 億円（対前年比 102.7％）となりました。 

これは、水産が減尐したものの、６次産業化への取組の活発化や、都市農村交流人口が順調

に増加していることなどにより、農産加工や観光農業が好調に推移したため、全体では前年に

比べ 5 億円の増加となりました。 

長野県の農業農村総生産額（長野県推計） 

 
 

 
 

進捗管理を行っている 59 項目のうち、22 項目で平成 24 年度の単年度目標を達成しま

した。また、第１期振興計画最終年（平成 24 年度）目標を達成した項目は 28 項目でした。 

 

□新規就農者（40歳未満） 

□ぶどう「ナガノパープル」栽培面積 

□信州オリジナル食材取扱登録店舗数 

□信州伝統野菜認定数 

□信州サーモン生産量 

□食育ボランティア数 

□学校給食への県産食材供給組織数 

□学校給食での県産農産物利用率 

□県産米粉パン導入学校数 

□直売所数 

□販売金額１億円以上の直売所数 

□農産加工グループ数 

□豚肉ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨｼｽﾃﾑ活用頭数割合 

□情報発信事業の発信件数 

□環境にやさしい農産物等認証面積 

□エコファーマー認定人数 

□家畜排せつ物処理の施設化率 

□中山間地域直接支払事業の協定数 

□観光農園数 

□農家レストラン数 

□都市農村交流人口 

□畑地かんがい施設の整備・更新面積 

□直営施工の実施箇所数 

□中山間地域での農道等の整備延長 

□小水力発電の調査研究・実施箇所数 

□農業用ため池の改修箇所数 

□地すべり防止施設の補修箇所数 

□山腹水路等の改修箇所数 

１ 食と農業・農村の経済努力目標の進捗状況      

【振興計画目標を達成した 28項目】 

 

２ 達成指標の進捗状況 
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基本方向 1：多様な担い手が元気に活躍する農業・農村 

    新規就農者の確保育成については、相談から就農、定着まで、就農希望者の習

熟度に合わせたステップアップ方式の支援に取り組みました。また、青年就農給
付金事業が始まったこともあり、多様な人材の確保が進みました。(H23 年：211 人

→H24 年：246人(以下記載数値は H23年と H24年の対比)) 
    一方で、高齢化の進行等により認定農業者数は減尐(6,499 人→6,483 人)していま

す。また、農業法人数(794 法人→823 法人)は増加しているものの、集落営農組織数
(333組織→335 組織)は緩やかな伸びにとどまっています。 

そこで、高度な経営知識・経営技術を習得し、新たなビジネスモデルを構築する
力を身につけ、儲かる農業をめざす企業的農業経営体を育成するため、信州農業
MBA※1 研修を開催しました。（※1 ＭＢＡとは、Master of Business Agriculture のこと。） 

また、67 市町村で人・農地プランの作成を支援し、222 地域で中心的な経営

体の明確化と地域農業の方向付けを進めました。 
女性農業者の経営参画・社会参画については、女性が権利と責任を持って農業経

営や地域活動に主体的に参加するとともに、農村に暮らす様々な人と協力し、元気
な農村を築くための指針として、平成 25 年度から 29 年度までの５年間を計画期
間とする、第５次「長野県農村女性チャレンジプラン」を策定しました。 

 

基本方向２：競争力のある付加価値の高い農畜産物を生産する農業・農村 

土地利用型作物の担い手に対して農地の利用集積を図るとともに、実需者等のニ

ーズに対応した県オリジナル品種の普及推進を図りました。 
米については、近年の温暖化傾向を踏まえ、胴割米や白未熟米などの発生防止対

策の徹底により品質向上を図るとともに、原産地呼称管理制度や信州の環境にやさ

しい農産物認証制度等への取組を推進し、長野米のブランド化を進めました。 
麦、大豆、そばについては、県オリジナル品種を中心に作付を推進したことによ

り、作付面積は拡大しました。(8,240ha→8,740ha) 

園芸作物については、りんご３兄弟※2 (1,166ha→1,261ha)やぶどう「ナガノパープ
ル」(75ha→95ha)などの県オリジナル品種について、関係機関・団体と連携した重点
的な作付拡大を進め、おおむね目標を達成しましたが、アスパラガスオリジナル品
種(39ha→45ha)については改植が進まず、目標を下回りました。（※2 りんご３兄弟は、全

国農業協同組合連合会の登録商標。） 

きのこについては、新規需要の創出に向け、多用途性・利便性・機能性を組み合
わせた新たな魅力を発信し、需要の拡大に取り組みました。 

畜産については、信州プレミアム牛肉の増産や安全な畜産物の生産体制の強化に
向けた取組を進めました。一方、飼料作物の生産面積(8,310ha→8,250ha)については、
コントラクター組織の育成の遅れなどから、目標を下回りました。 

水産については、「信州サーモンの生産が順調に拡大(250t→300t)しており、多く
のレストラン等で利用されるなど、本県のオリジナル食材として定着しました。 

需要の確保と販路開拓については、「おいしい信州ふーど（風土）」宣言に基づき、
トップセールスやホームページにより、県産農畜産物の魅力を広く県内外に発信す
るとともに、強力な発信力を持つ４名の大使を任命しました。また、信州オリジナ
ル食材取扱登録店舗数は、概ね目標を達成しました。(1,332 店→1,379 店) 

農産物の輸出については、台湾・香港・タイに加え、魅力ある新市場として期待
されるシンガポールにおいて積極的なＰＲ等を行い、輸出量は目標を下回ったもの
の３年連続で増加しました。(669t→1,195t) 

３ 基本方向別施策の実施状況 
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基本方向３：消費者と「食」の絆を結び豊かな食生活を育む農業・農村 

食育の推進については、食農教育に携わる関係機関との連携により各地域で取組
が進み、食育ボランティア数(17,338 人→18,118 人)は目標を大きく上回りました。 

地産地消については、各種イベント・キャンペーンの実施、県民運動としての取
組などにより、学校給食への県産食材供給組織数(245 組織→246 組織) 、学校給食で
の県産農産物利用率（42.3%→42.8%）、直売所数（820箇所→827箇所）及び販売金額１億
円以上の直売所数(40箇所→38 箇所)は、目標を上回っています。 

農業・農村ビジネスについては、国のサポートセンターと連携して６次産業化を
推進し、総合化事業計画の認定数は全国で２番目に多い 61 件となりました。 

食の安全・安心確保については、東京電力(株)福島第一原子力発電所の事故への
対応として、引き続き、関係機関と連携して農畜産物等の放射性物質検査を実施し、
信州農畜産物の安全・安心の担保を図りました。 

 

基本方向４：環境と調和し地域が輝く元気な農業・農村 

    環境にやさしい農産物生産に対する意識の高まりにより、化学肥料の使用量(H22

年：77kg/ha→H23年：73kg/ha)、化学合成農薬使用量(H22年：72kg/ha→H23 年：71kg/ha) の
削減は、ともに前年に比べ進んでいます。一方、これらに係る認定制度等の推進
を図りましたが、JA の部会単位や直売所など産地ぐるみによる取組の遅れから、
エコファーマー認定人数(7,531 人→6,520 人)、環境にやさしい農産物等認証面積
(2,278ha→2,059ha)とも前年を下回りました。 

家畜排せつ物処理の施設化率(91.7%→92.9%)は毎年向上し、環境に配慮した管理が
推進されています。 

また、農地・水・環境保全向上対策の活動組織数(325組織→308 組織)は減尐しまし
たが、交付金を受けずに自ら活動を行う組織も見られるなど、地域ぐるみで行う共
同活動が定着しつつあります。 

遊休農地の解消面積(1,525ha→2,131ha)は、人・農地プランの作成を通じた地域の
合意形成などにより、再生・整備の取組が進み、増加傾向にあります。 

野生鳥獣の被害対策については、複数市町村による広域捕獲の推進や、集落周辺

における捕獲作業に農業者自らも参加する集落等捕獲隊の編成を進めるなど、捕獲
対策をより強化したことにより、農業被害額が 5 年連続で減尐しています。 

都市農村の交流人口(549,210 人→577,478 人)は、受入体制の整備や観光と連携した
取組により順調に増加し、都市と農村の交流が進んでいます。 

 

基本方向５：働きやすく住み良い農業・農村 

農業生産基盤の整備や農村環境の整備については、更新時期を迎えた基幹的な農
業水利施設の整備(37km→46km)、畑地かんがい施設の更新・補修(580ha→895ha)、生態

系や景観に配慮した水路の整備(15km→16km)、中山間地域での農道等の整備(93km→

120km)、農業用ため池(61 箇所→65 箇所)、地すべり防止施設(34箇所→43 箇所)の改修・
補修などを計画的に実施し、一部を除き、概ね目標を達成しています。 

また、農業用水を活用した小水力発電の導入促進を図るための専門家の派遣や、
市町村・土地改良区等を対象とした研修会の開催により、各地域で小水力発電の導
入に向けた具体的な検討が進み、調査研究・実施箇所数(12箇所→18箇所)は、目標を
大きく上回りました。 
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  平成19年度に、第１期「長野県食と農業農村振興計画」を策定し、基本目標である
「食と農が織りなす元気な信州農業」の実現を目指し、施策を展開してきました。 

この間、農業者の高齢化などによる農業構造の変化が一層加速するとともに、消費
者志向の多様化、東京電力(株)福島第一原子力発電所の事故、国際経済連携の進展など、
農業・農村を取り巻く様々な環境が急速に変化しています。 

このような情勢変化を農業・農村の転換点と捉え、第２期「長野県食と農業農村振
興計画」では、長野県が有する豊かな自然環境を享受しながら有効に活用し、食と農
及び消費者と農業者の結びつきの深まりを基盤に位置付け、意欲ある農業者の目標た
る夢の実現と、人と人の交わりによる農村の新たな魅力や活力の創出に向け、取り組
むこととしています。基本目標に「夢をかなえ人を結ぶ信州の農業・農村」を掲げ、
産業としての農業を振興する「夢に挑戦する農業」と、暮らしの場としての農村を創
造する「皆が暮らしたい農村」を大きな２つの基本方向の柱に、施策を推進していき

ます。 
 

基本方向１：夢に挑戦する農業 

施策展開１：夢ある農業を実践する経営体の育成 
   引き続き、農業従事者の減尐が進むとともに、消費人口の減尐等による産地間競

争の激化が懸念されることから、強固な経営基盤を持った企業的農業経営体が本県
農業生産の主力となる構造を築いていく必要があります。 

このため、「人・農地プラン」の作成への支援を一層強化し、経営体の経営力向
上や経営の多角化・複合化及び農地の利用集積を進めるとともに、中山間地域など
においては、集落営農組織の育成を支援し、力強い農業構造を構築します。 

また、担い手となる経営体の規模拡大、農地の効率的な活用を一層促進するため、

関係機関・団体と連携して農地の集積を進めます。 
さらに、「日本一就農しやすい長野県」を実現するため、新規就農を希望する県

内外の若者等の誘致を促進して新規就農者の増加を図るとともに、新規就農者の技
術力・経営力の向上を進め、多くの若者が長野県において農業で夢を実現できるよ
う支援します。 

 

施策展開２：自信と誇りを持てる信州農畜産物の生産 
   担い手が産業として魅力を感じられる所得を確保するためには、需要を的確に把

握した上で生産を行うとともに、経営規模の拡大や６次産業化にも取り組むことが
必要です。 

このため、土地利用型作物については、県内農業者が「経営所得安定対策」を有
効に活用し、経営の安定化と生産力の強化に取り組めるよう、市町村並びに生産者
団体と連携を密にしながら支援を行います。 

園芸作物については、実需者等の要望に応えられる競争力の高い園芸産地づくり
を進めるため、主要品目産地の強化や新たな産地の育成に取り組むほか、新たなワ
イン産地づくりを支援し、意欲ある新規参入者の発掘、育成を進めます。 

畜産については、良質な自給飼料の増産を進めるとともに、信州プレミアム牛肉
の生産拡大と県産牛肉の品質向上を図ります。 

環境農業については、エコファーマーや信州の環境にやさしい農産物認証への組
織的・集団的な取組を推進するとともに、総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）の普
及やＧＡＰに取り組む農業者、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農
活動に取り組む農業者、有機農業に取り組む農業者等を支援し、信州の豊かな自然

４ 今後の展開方向 
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環境と調和した農畜産物の生産を進めます。 
農畜産物の安全性の確保については、農薬の適正使用を進めるとともに、動物用

医薬品などに係る指導・検査を実施し、農畜産物の安全性を確保します。 
また、これら農畜産物の生産にあたっては、担い手が農地を最大限に活用し、質

の高い農畜産物を効率的に生産できる技術等の導入が丌可欠です。このため、農業
生産基盤の整備については、区画整理や畑地かんがい施設の更新整備、基幹的農業
水利施設の機能診断に基づく長寿命化などについて、市町村等からの要望を踏まえ、
コストの低減と事業費の平準化を図りつつ、効果の早期発現に配慮した事業執行を
進めます。 

遊休農地対策については、地域の農産物の生産販売と一体的な再生・活用を基本
として、担い手への利用集積を推進します。また、中山間地域においては、遊休農
地の再生・活用を行う集落営農組織等に対し、必要な機械・施設の導入を含め、総
合的な支援を行います。 

新たな品種・技術の開発と普及については、県産農産物ブランドの素材となる優

れた新品種の育成、現場で直面する課題の解決に向けた新技術の開発と実証、地球
温暖化対応技術など中・長期的視点での取組を進めます。また、開発した技術・品
種については、農業改良普及センターを通じて迅速に農業者への普及を進めます。 

 
  施策方向３：信州ブランドの確立とマーケットの創出 
   担い手が安定した農業経営を行うには、県産農畜産物の価値を高め、確かな売り

先を確保することが重要です。 
このため、「おいしい信州ふーど（風土）」の認知度を高め、利用拡大を進める

とともに、県内の幅広い業界の参画により、「おいしい信州ふーど（風土）」の価
値の共有と、需要開拓等のスキルアップによるマーケティング力の向上を図ります。 

海外でのマーケティングについては、台湾、香港、シンガポール、タイにおいて
フェアを開催するなど、県産農産物・加工品の輸出拡大に向けた取組を推進します。 

農業の６次産業化の推進については、農業者と他産業との連携による新商品の開

発や販路開拓を支援するとともに、既に６次産業化に取り組んでいる小規模事業者
の法人化を推進し、農業者の所得向上に結びつけていきます。 

 
 

基本方向２：皆が暮らしたい農村 

施策方向４：農村コミュニティの維持・構築 
   農業者だけで、農村地域とそこにある資源を維持・継承していくことは困難とな

りつつあり、旬の農産物や農村景観など農村の持つ魅力の発信や交流活動により、
農村住民と都市住民のつながりを深め、コミュニティを強化・再生することが重要
となっています。 

このため、農業生産を維持する集落営農組織の育成を進めるとともに、集落の話

し合いに基づく集落の共同活動や都市住民と農業者の交流などを促進する農産物直
売所の整備等を支援します。 

また、中山間地域の農村を対象として、農村住民が主体性を持って地域に元気を
生み出すモデル的な活動を支援することにより、農村コミュニティの維持・強化を
図ります。 

なお、長野県北部の地震で被災した栄村に対しては、栄村震災復興計画の基本方
針に掲げられた、農業を軸に資源を活かした新たな産業振興の実現に向け、地域住
民の就業の場や都市農村交流の拠点となる農産物の加工販売施設の整備などを支援
します。 
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  施策方向５：地産地消と食に対する理解・活動の促進 

   食と農に対する関心の希薄化や食習慣の乱れによる生活習慣病の増加、また、地
域で受け継がれてきた食文化の継承が困難となりつつある中で、食と農の結びつき
を深める地産地消や食育の推進により、信州農畜産物への共感や関心、理解を深め
ていくことが重要となっています。 

このため、関係機関や地産地消「信州を食べよう」キャンペーンの協賛企業と連
携し、「おいしい信州ふ－ど（風土）」宣言に掲げる地産地消の推進を県民運動と
して進めるとともに、キャラバン隊を編成し、県民への認知度向上や県内飲食店に
おける「おいしい信州ふーど（風土）」の利用の拡大を進めます。 

また、子どもたちの食に対する関心と理解を深めるため、年間を通じた農業体験
活動を支援するなど、関係部局と連携して食育を推進します。 

 
施策方向６：美しい農村の維持・活用 

   農村の多面的機能の維持対策として、地域ぐるみで行う水路等の管理や農業用施
設の長寿命化のための補修・補強などの共同活動を、市町村、関係団体と連携して
推進します。 

また、中山間地域において、遊休農地の発生防止と再生・活用への支援に取り組
むとともに、野生鳥獣被害の低減対策として、集落ぐるみの捕獲体制の整備や侵入
防止柵・捕獲機材の導入等について支援します。 

農村資源の利活用対策については、土地改良施設を活用した小水力発電や太陽光
発電を促進するため、市町村、土地改良区の職員を対象に研修会を開催するほか、
関係部局との連携により小水力キャラバン隊を編成し、必要性について広く周知活
動を実施します。 

また、小水力３か所、太陽光１か所の発電施設を設置するとともに、そこで得ら
れた建設費用・運転コスト・売電収入の活用などの情報を、今後導入を検討してい
る市町村や土地改良区にフィードバックすることにより、施設導入の推進と農村に

おける自然エネルギーの有効活用を図ります。 
防災・減災対策については、地すべり防止対策や老朽化したため池の整備を実施

するとともに、ため池の自然災害等に対する安全性の確認調査の実施や市町村が取
り組むハザードマップの作成などを支援します。 
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本県の食と農業・農村を巡る特徴的な動き 
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農地・農業用施設、農業生産施設の復旧・復興  ～農業支援は復旧から復興へ～ 

平成 23年３月 12日、震度６強の地震が発生した栄村では、約 47haの水田を始めとする農地や農業

生産施設等に30億９千万円余の被害が発生しました。 

平成 24年度も、被害を受けた農地の復旧工事を進め、11月に

は全ての被災水田の復旧を完了しました。ちなみに、24 年の水

稲作付面積は前年より約 30ha 増加し、震災前の作付面積 226ha

の約91％にあたる206haが作付けられました。 

田植前までに工事が完了できなかった水田については、農業

者の生産意欲の維持と被災水田の遊休化を防止するため、24 年

も農地の共同維持管理作業への支援や、「そば」の作付けを行

い、栽培された「そば」は、乾麺及びカップ麺に加工され、「福

幸（ふっこう）そば」として販売されました。 

また、国の「東日本大震災復興交付金」等を最大限活用し、 

被災地域の農業の再生と農業経営の早期の再開に向け、共同育苗施設５か所、乾燥調製施設１か所の

復旧を図るとともに、集落営農組織の強化に向けた研修会の開催や共同利用機械（田植機・コンバイ

ン等）の整備への支援を行うなど、県の支援は復旧から復興へシフトチェンジしてきました。 

栄村農業の復興に向けて  ～栄村震災復興計画の策定～ 

平成24年11月に栄村において「栄村震災復興計画」が策定されました。 

この計画は、基本目標を「震災をのりこえ、集落に子どもの元気な声が響く

村を」とし、単に震災前の状態に戻す「復旧」でなく、震災前より一層発展さ

せる「復興」に取り組むための事業を展開していくものとなっています。 

この「栄村震災復興計画」を踏まえ、「農業を軸に資源を活かした新たな産

業振興」の実現のため、村と連携しながら、今後も栄村農業の復興を積極的に

支援していきます。 

 

長野県北部の地震  ～農業を軸とした栄村の復興に向けて～ 

【栄村震災復興計画】 

放射性物質への対応 

放射性物質検査  ～県産農産物等の安全性の確保に向けて～ 

東京電力(株)福島第一原子力発電所の事故による放射性物質汚染の懸念を払拭し、生産者、消費者

への安全・安心を明確に担保するため、平成 23 年度に引き続き関係機関と連携し、県産の様々な農産

物の放射性セシウム検査を実施しました。（平成24年度農畜水産物 10,232点） 

その結果、基準値を超える放射性物質は検出されず、特に、農用地土壌で生産する農産物は不検出

が続く結果となりました。検査結果は県ホームページで公表し、安全・安心の担保に努めています。 

牛肉の価格下落に伴う損害賠償請求 ～ 東京電力（株）と和解 ～ 

汚染稲わらの流通に起因する、牛肉の風評被害による価格下落に関して、畜産農家で構成する「Ｊ

Ａ長野県グループ東京電力原発事故農畜産物損害賠償対策協議会」が東京電力（株）に請求した損害

賠償は、原子力損害賠償紛争解決センターの和解案を受けて 1億400万円の支払いとなりました。 

輸出証明  ～ 海外向けに輸出される食品等の証明書の発行 ～  

日本から輸出される食品等について、諸外国・地域から、輸入停止又は日本の管轄当局が発行する

産地証明の要求等の規制措置が講じられたため、県では、県内企業からの申請に対し証明書発行担当

を配置し、これまでに 2,495 件の証明書の発行を行いました。なお、平成 25 年４月からは、発行事務

は国に移管されています。 

 

【復旧して水稲が植えられた水田】 
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１ 多様な担い手が元気に活躍する農業・農村 

新規就農者が増加  ～農業ブームの機会を捉え～ 

■40歳未満の新規就農者確保の目標達成 

新規就農者の確保・育成を図るため、相談から就農、

定着まで、就農希望者の習熟度に合わせたステップアッ

プ方式の新規就農支援に取り組みました。 

その結果、青年就農給付金事業が始まったこともあ

り、平成 24 年度は振興計画の目標である 200 人を大幅に

超える246人の新規就農者が誕生しました。 

今後は、信州農業紹介ＤＶＤ等を活用し積極的に就農

希望者を呼び込むとともに、関係機関との連携と役割分

担により、新規就農者の確保・育成を図っていきます。 
 

年  度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

新規就農者（40歳未満） 154人 135人 175人 178人 190人 211人 246人 

■青年就農給付金事業がスタート 

就農前の研修段階（準備型）や経営の不安定な就農初期段階（経営開始型）の青年就農者に対し、

年間 150万円（夫婦の場合は 225万円）の青年就農給付金を交付する事業が平成 24年度からスタート

し、312人に給付金を給付しました。（長野県の給付者数は全国で４番目に多い給付） 

今後は、農業改良普及センターを中心に関係機関と連携しながら、地域の担い手として定着す

るよう、技術・経営指導などの支援を実施していきます。 

  長野県の給付実績 

 準備型 経営開始型 合計 

 

H24年度 

 

103人 

209人 

（うち夫婦 17組） 

[単身換算：200.5人] 

312人 

（うち夫婦 17組） 

[単身換算：303.5人] 

 

【新規就農者激励会（松本）】 

農業大学校のあり方に関する検討会  ～就農率向上を目指した改革に向けて～ 

本県の農業大学校総合農学科卒業生の就農率は、全国の農業大学校の平均的な就農率よりも低く、

平成23年度に実施された信州型事業仕分けにおいて、「要改善」との指摘を受けたことから、平成24年

度に「長野県農業大学校のあり方に関する検討会」を設置して、農大が育成（輩出）すべき農業者

（像）や農大の望ましいあり方、改革に向けた具体的な方策等について幅広く検討しました。 

４回にわたる検討の結果、以下の５つをポイントとした「報告書」が取りまとめられました。 

①より実践的な講義や就農時に近い実習の導入、農家

体験実習の充実 

②社会人経験者や大卒者等で、就農に強い意欲を持つ

者を対象に、企業的農業経営者を目指し卒業後即戦

力となる者を養成する新たなコースを設置 

③学生の就農を専門に支援する就農支援専門員（仮

称）を配置する等、就農を支援する体制を整備 

④民間外部講師の積極的な活用や、機械メーカー等農

業関連企業との連携を強化 

⑤農ある暮らしを目指す者への対応を強化 

今後、報告書に基づき具体的な農業大学校改革を推進し、本県農業の担い手育成システムの中にお

ける基幹的な施設と位置付けて、引き続き担い手の養成を図っていきます。 

【あり方検討会での検討状況】 
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信州農業ＭＢＡ研修の開催  ～企業的農業経営体の育成～ 

農業経営において活用・応用できる実践的かつ最先端の経営

者育成カリキュラムのもと、高度な経営知識・経営技術を習得

し、新たなビジネスモデルを構築する力を身につけ、儲かる農

業経営を目指すため、「信州農業ＭＢＡ※研修会」を開催しまし

た。今年度は、経営発展に意欲的な若手農業者 20 名の参加が

ありました。 

（※ＭＢＡとは、Master of Business Agricultureのこと。） 

 

 

 

講義は、経営戦略・マーケティング論、経営哲学、

人材育成論等企業の経営者として必要な多岐にわたる

内容についてワークショップ形式等により行い、最後

に受講生各自が事業計画を作り発表しました。 

受講生からは、「経営者としての成長を考える上で良

い経験になった」等、前向きな意見が多く出されまし

た。本研修は 25年度も引き続き開催していきます。 

研修内容 講師

農業経営の見える化
農業経営における数値管理

嶋崎　秀樹
有限会社トップリバー代表取締役

熊本　伊織
MIコンサルティンググループ
株式会社アグリ事業部統括ディレクター

経営戦略・
マーケティング戦略実論
経営者の経営戦略構築実践論

平成２４年度信州農業MBA研修内容

事業計画発表
熊本　伊織
嶋崎　秀樹

消費者の理解

姜　明子
株式会社オレンジページ常務取締役
大塚　明
日本スーパーマーケット協会専務取締
役

企業的農業経営の実践と人材育成
雇用（労務管理等）の仕組み、必要性

農業経営者の経営哲学
大規模化・法人化の基本的考え方

澤浦　彰治
グリーンリーフ株式会社代表取締役

 

長野県農村女性チャレンジプランの策定  ～輝こう 自分らしく ともに築こう 元気な農村～ 

女性が権利と責任を持って農業経営や地域活動に主体的に参加するとともに、農村に暮らす様々な

人と協力し、元気な農村を築くための指針として、平成 25 年３月に第５次「長野県農村女性チャレン

ジプラン」を策定しました。 

平成 25 年度から 29 年度までの５年間

を プランの計画期間とし、「女性の積極

的な経営参加とゆとりある暮らしの実

現」と「女性の活躍による活力ある農村

社会の構築」を目指します。 

プラン策定の中心的役割を担った女性

団体を中心に、農村女性自らが行動を 

起こせるよう、関係機関等と連携して 

取り組みます。 

【熱心に研修を受ける受講生】 

【研修修了式】 

【プラン検討委員会】 【農村女性チャレンジプラン】 
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穀物生産振興について  ～県オリジナル品種の推進～ 

県では農業者、実需者のニーズに対応するため、穀物類の品種育成・普及に取り組んでいます。 

「水稲」では、近年の温暖化傾向を踏まえて、出穂後の高温で発生しやすくなる胴割米や白未熟粒による

品質低下に対応し、食味が優れる「風さやか」を育成し、県の認定品種として平成 24 年度から普及推進を

図っています。 

「小麦」では主力品種「シラネコムギ」の代替品種として

縞萎縮病に抵抗性を持つ「ゆめきらり（東山 48 号）」を育成

し、認定品種に決定しました。平成 26 年秋播種には「シラ

ネコムギ」との全面切り替えを予定しています。 

「大豆」では高タンパクで豆腐加工適性に優れる「すずほ

まれ（東山 217 号）」が「タチナガハ」に代わる新たな品種

として栽培が開始されています。 

「そば」では、県産そばのブランド化に向けて、そば切り

の色が鮮やかな緑色を呈する「長野Ｓ８号」の栽培が開始さ

れました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県産米の消費拡大について  ～県産米粉の利用促進に向けた取組～ 

県では県産米粉の利用促進を図るため、米粉料理教室などの取組を実施しています。 

家庭における米粉の消費拡大を目的とした米粉料理教室は、「親子向け」、「大人向け」、「起業グループ向

け」と対象者を分け、計30回開催しました。 

多くの方が参加しやすいよう夏休み期間中や土日に開催し、料理内容も米粉料理コンクールの最優秀作品

など参加者の興味を持つ内容となるよう工夫し実施しました。 

また、学校給食における米粉の利用拡大の取組として、県内の小・中・特別支援学校の栄養士から、実際

に学校給食で提供している米粉を使ったレシピを募集し、応募のあったレシピを「学校給食米粉レシピ集」

として取りまとめ、県内学校栄養士ほか関係機関に配付しました。 

掲載されているレシピには、それぞれの特徴やワンポイントアドバイスも掲載されているため、すぐに活

用できるレシピとして大変好評を得ています。 

この他に、「米粉推進員」が米粉製造販売事業者の訪問取材を行い、商品内容や開発にまつわるエピソー

ドなどの情報を県のホームページや情報冊子などにおいて発信する「県内産米粉製品情報発信推進事業」を

実施しています。 

今後も米粉に対する県民の理解を深め、消費の拡大を図るとともに、地産地消の推進や水田の有効活用を

図っていきます。 

    

２ 競争力のある付加価値の高い農畜産物を生産する農業・農村 

【学校給食米粉レシピ】 【親子米粉料理教室】 

【大豆「すずほまれ」現地検討会】 
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園芸産地の競争力強化  ～新技術･新品目の導入～ 

■ナガノパープル、シャインマスカットの生産振興 

ぶどうの本県オリジナル品種のナガノパープルと本県が栽培面積全国一のシャインマスカット

は、食味が優れ皮ごと食べられることから市場での評価も高く、県内各地で栽培面積が拡大してき

ています。しかし、ナガノパープルについては裂果や適期収穫、シャインマスカットについては粒

肥大が十分でなく小房傾向となるなど課題があります。 

これらの課題を解決するため、長野県園芸作物生産振興協議会うまいくだもの推進部会を通じた

取組を実施しました。栽培技術の向上を図るため、６月、８月に新梢（しんしょう）管理、着房管

理、ジベレリン処理、環状剝皮（はくひ）についての研修会を実施しました。また、ナガノパープ 

ルについては、うまいくだものコンクール上位入賞者等の品質の高

いぶどう生産を行っている篤農家の栽培技術を取りまとめた優良栽

培事例集を作成し、生産者の皆さんへ配付しました。シャインマス

カットについては、若木における品質向上方法を検討するため、早

期の摘心処理等による新梢（しんしょう）管理の試験を実施しまし

た。コンクールでは、82 点（ナガノパープル 37 点、シャインマス

カット 45 点）の出品があり、平成 24 年は生育期間全般を通じて高

温多日照で推移したため、総じて果粒肥大は良好で糖度も高い傾向

となりました。 

今後も引き続き、栽培技術の向上、適期収穫の徹底を図り、

栽培面積の拡大を進めていきます。 

■アスパラガスの茎枯病防除技術の導入 

「競争力の高い園芸産地再構築戦略」として、アスパラガ

ス生産振興プロジェクトを立ち上げ、本県アスパラガスの生

産力再構築に向けた取組を進めてきました。 

プロジェクト活動により、県下には単収が２ｔ/10ａを超え、

収益性の高いアスパラガス経営を実践する農家も出始めていま

すが、県全体の出荷量を高めるためには、作付面積の拡大に加

え、茎枯病防除対策の早期確立と普及が大きな課題となってい

ました。 

計画の最終年となった本年度、県野菜花き試験場での研究が

進み、春どり終了後の①立茎前に若茎を一斉に全刈りし、②畦

面に盛り土、③薬剤の体系防除 の組合せが効果的と認められ

たため、県下各地に現地実証ほを設置（７地区 10 ほ場）し、作

業手順の現地実演、効果の検証、現地検討会の開催等を行いま

した。 

さらに生産者向けに茎枯病対策のポイントをまとめたパンフ

レット「アスパラガス茎枯病徹底防除の処方箋」を 8,000 部作

成配布し、新たな防除対策の浸透と現地への推進を図りまし

た。生産者や技術指導者からは、新たな茎枯病防除対策技術へ

の期待が高まっています。 

市場からは本県産アスパラガスの出荷量拡大の要望が強いた

め、第２期長野県食と農業農村振興計画においても、引き続き

園芸作物の重点戦略として、１年養成苗の利用による新たな産

地育成に取り組むとともに、既存産地での茎枯病防除対策を徹

底し、収量の増加対策に取り組んでいきます。 

【ナガノパープル優良栽培事例集】 

 

【茎枯病啓発パンフレット】 

【現地実証試験の設置】  
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■カーネーション産地の経営力・生産力向上を目指した「カイゼン」活動 

本県のカーネーション生産量は、全国第１位であり、なかでも夏秋期の国産品に占めるシェアは

他を大きく離して圧倒的となっています。 

しかしながら、本県においても夏秋期の気温の上昇が顕著となり、計画的な出荷や高温期の

品質・日持ち性の保持が難しくなっています。加えて、コロンビアを中心として大ロット・均 

質な輸入品が、年間を通してマーケットに流入してい

る等から、本県カーネーション生産の優位性や経営基

盤が揺らいでいる実態があります。 

そこで、平成 23 年度に「カーネーション生産・経営

活性化プロジェクト」を設置して各産地の弱点の洗い

出しと課題整理を行い、平成 24 年度は改善に向けた解

決策を実践、具体的には①７月の集中荷の回避と９月

～11 月出荷量の確保、②高温期の収量性と品質・日持

ち性の向上の２点について、３つの産地と関係機関と

が実証ほの設置（全 12 箇所）や現地調査・検討会（全

８回）を通して、一体的に取り組みました。 

また、県内のカーネーション産地を参集した「産地懇談会（10月：宮田村）」を開催し、各地

に共通する課題について、プロジェクトの進捗状況等を情報交換しました。 

一連の活動を通して得られた成果については、既に産地内で広く活用されており、新たに問

題点・改善点が明らかとなった内容については、品種や栽培・肥培管理をさらに絞り込んで平

成 25年度へと引継ぎ、より速やかな改善を目指します。 

【産地と関係機関による現地検討会】 

食品企業者のニーズに応えた産地づくり  ～契約取引のできる農業者を育成～  

近年、消費者のライフスタイルが多様化し、中・外食

への依存度が高まるのに伴い、農業者と食品企業者との

契約取引が増えています。このため、平成 23 年度から食

品企業の求める農産物を新たに生産し契約取引を行う農

業者を生産や経営面から支援するとともに、産地づくり

を進めています。 

平成 24 年度は、契約取引を希望する農業者 163 経営体

を掘り起すとともに、関係機関との連携により食品企業

者からの要望の把握に努め、126 件の取引が県下各地で実

施されています。 

また、東京、名古屋及び県内で開催した産地情報提案会を契機に、農業者自らもニーズの把握や

ＰＲに努め、販売先を見据えての作付品目の選定や経営面積の拡大へつなげることができました。 

従来の仕入れに加え地元農業者との関係づくりを希望する食品企業者は多く、今後もこのような

取組への支援を継続する計画です。 

   
【産地情報の提供】 【産地情報提案会（名古屋）】 

【産地化に向けて試験栽培】 
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信州産きのこの新規需要の創出  ～「あっ！と驚くきのこの活用法」の発信～  

きのこ産業は施設での通年栽培を行っていますが、秋冬食材というイメージが強く、夏の消費拡大

が課題でした。 

そこで、一年を通じてきのこをしっかり食べていただこうと、新しい需要の創出に向けて、信州産

きのこ需要創出緊急事業に取り組みました。従来の料理試食やレシピの配布等が中心の消費拡大策か

ら、今後の需要創出の基本方向として「おいしい食べ方」に加え「きのこの持つ多用途性・利便性・

機能性を組み合わせた新たな魅力」をメインテーマと設定しました。 

本事業では「きのこ需要創出コーディネーター」を延べ５名配置し、先ず、実需者として学校給食

栄養士や飲食業者への聞き取りやおいしい食べ方などの意見交換から始めました。 

訪問活動では、学校給食センターや小中学校の学校給食栄養士の皆さんを訪れ、日頃のきのこの使

い方やアイデアを聞きながら、新たな需要創出の数々のヒントを抽出しました。おいしくする料理方

法として「きのこを水から煮込むことで出汁効果があり、減塩につながる」ことを伝え、実際にテス

トメニューを開発していただきました。また、地区栄養士会の研修としてきのこの生産現場を実際に

見ていただくことで安心・安全であることを実感していただくことができました。 

    

 

さらに、きのこの新たな加工品である「業務用えのき

氷」を実際に料理で使っていただき、使用実感をまとめ

ることで、新たな料理効果を集約しました。これらの実

際の効果を栄養士向けに詳細に紹介した冊子を作成し全

学校栄養士に配付し、今後の活用を期待しているところ

です。 

この他、夏場の需要拡大と首都圏でのＰＲのため、８

月に東京丸の内にあるＡＢＣ Cooking Studio において

情報発信力のあるＯＬを対象としたきのこ料理教室を開

催しました。この様子は県ＨＰでも情報発信中です。ま

た、小売店での試食提案や、各種商談会やイベントでの

きのこのＰＲを重ねてきました。 

こうしたＰＲ用に、きのこの新たな価値を知っていた

だくための「出汁効果で減塩生活・えのき氷のふしぎな

料理効果」などをまとめたパンフレットを作成し、消費

者等への各種ＰＲで活用しています。 

これからもきのこの「おいしい食べ方」に加え「多用

途性・利便性・機能性」に着目した消費拡大を進めま

す。 

【きのこの新たな魅力を伝えるＰＲパンフレット】 

【料理教室を通してきのこの機能性を紹介】 

【えのき氷のお味噌汁】 【小学校でのアンケート】 
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口蹄疫等家畜伝染病危機管理体制の強化  ～全農家に情報伝達～  

平成 22年４月から７月にかけて宮崎県の 11市町村 292戸で口蹄疫が発生し、約 29万頭の牛、豚

等が殺処分されました。また、22 年 11 月から 23 年３月にかけて９県 24 養鶏農場で高病原性鳥イ

ンフルエンザが発生し、約185万羽が殺処分されました。 

このような状況を踏まえ、県内への侵入防止と万一県内で発生した場合に迅速な防疫措置が実施

できるように、家畜伝染病に対する危機管理体制の強化を図っています。 

■県内の家畜飼育者及び畜産関係者全員が参加した防疫演習を実施（11月 13日） 

迅速な初動防疫を実施するため、定期的に県や市町村、畜産関係団体等が参加した防疫演習を実施

してきました。しかし、実際に家畜伝染病が発生した場合には、家畜飼育者がいち早くその情報を入

手し、侵入防止を徹底することが、伝染病のまん延防止には重要です。 

そこで、県内の全家畜飼育者が参加する防疫演習を実施し、家畜伝染病に対する危機管理意識の向

上を図るとともに、緊急に提供及び収集しなければならない情報を迅速かつ確実に伝達できるように

することを目的に情報伝達防疫演習を実施しました。 

伝達結果（伝達先区分別伝達率・演習当日の 15時現在） 

伝達先区分 伝達戸(か所)数 確認戸（か所）数 確認率 

家畜飼育施設      １,６１８戸 １,５３１戸 ９５％ 

畜産関係者・団体 ３６４か所 ３６４か所 １００％ 

  
【 メールで情報送信 】 

 

【 電話で情報伝達 】 

信州プレミアム牛肉の増産  ～認定牛の増加に向けた取組～  

■信州プレミアム牛戦略的生産対策事業 

信州プレミアム牛肉の増産に向けて、信州プレミアム牛戦略的生産対策事業を実施しました。県内

で飼養されている黒毛和種繁殖牛の中から、高品質な子牛を産むと期待できる雌牛を「スペシャル繁

殖牛」として認定し、この「スペシャル繁殖牛」を基盤として、受精卵移植技術等を活用しながら、

将来信州プレミアム牛肉となる子牛の生産を推進します。また、本事業により木曽地域にＪＡ木曽和

牛繁殖センターが整備されました。農家の高齢化等に対応するため、負担が大きい繁殖・哺育をセン

ターが担うことによって、地域の生産基盤維持に努めます。 

■関西市場（大阪・京都）での認定開始 

信州プレミアム牛肉は認定制度開始以来、県内に出荷され

た牛のみを対象としてきましたが、平成 24年12月から本県

産和牛の中では出荷が多い関西市場（大阪・京都）において

も認定を開始しました。本県産和牛は、東日本大震災による

福島原発事故に起因する風評被害等によって枝肉単価が低下

していましたが、関西市場での認定開始以降、徐々に回復し

てきました。 

【精肉専門小売店（京都府）における 
信州プレミアム牛肉の販売開始】 
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「おいしい信州ふーど（風土）」の積極的な発信！ 

～国内外への「おいしい信州ふーど（風土）」の展開 ～ 

■「おいしい信州ふーど（風土）」大使による強力な発信 

「おいしい信州ふーど（風土）」宣言（平成 23年 10月 11日）に基づく信州農畜産物の消費拡大や

地産地消の推進に関する提言・協力を得るとともに、その魅力を広く県内・外に発信し、長野県の食

のイメージの向上を図るため、食に関して強力な発信力を持つ方を平成 24年 6月 20日に「おいしい

信州ふーど（風土）」大使に任命しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成24年度の主な活動】 

①「大使」の任命 H24.6.20 県庁にて 

任命式・記者発表 

 

 

②「大使」とのコ 

ラボレーション 
H24.6～ 鎧塚大使による県内加工施設の応援 

・加工組合さくら（松本市）：信州米粉シフォン 

・味ロッジわくわくさかき（坂城町）： 

ねずみ大根入りケーキ 

     【渋谷ﾋｶﾘｴでの陳列】 

③「大使」の現地 

調査 

H24.8.6～7

（中村大使） 

H24.10.26

（鎧塚大使） 

中村大使・鎧塚大使 

による県内現地調査 

④県内への発信 H24.8.11 軽井沢町において、キャラバン隊の 

結成及び「大使」の紹介 

 

 

              【アウトレット広場】 

⑤県外への発信 H24.9.14 グランドプリンスホテル新高輪（東京） 

において、プロジェクト発表会及び 

マスコミ等との交流会 

 

⑥地産地消「信州 

を食べよう」 

シンポジウム 

H24.11.19 

H24.11.20 

19日松本市（キッセイ文化ホール：約 450人）、20日長野市

（ホテルメトロポリタン長野：約 500人）の両日開催 

小泉大使、中村大使が基調講演を行い、 

玉村大使のコーディネートでパネル 

ディスカッションを実施 

 

  

【大使】  任期：H24～26年度（３年間） 

          

【玉村豊男氏】   【小泉武夫氏】   【中村勝宏氏】   【鎧塚俊彦氏】 
＝エッセイスト＝   ＝発酵学者＝    ＝シェフ＝    ＝パティシエ＝ 

≪総合ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽ・ﾜｲﾝ≫ ≪発酵食品・日本酒≫  ≪料理≫     ≪スイーツ≫ 
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■「『おいしい信州ふーど（風土）』が食べられるお店」の登録 

首都圏及び県内の旅館・ホテル等飲食店の

うち、「おいしい信州ふーど（風土）」を共有

し、食材等を取り扱っている店舗を「『おいし

い信州ふーど（風土）』が食べられるお店」と

して登録し、大手グルメ情報サイト「ぐるな

び」と連携し、消費者（県民）との情報共有

及び消費拡大を図りました。 

平成 25 年度からは、自らが積極的に「おいしい信州ふーど（風

土）」を発信する店舗を「おいしい信州ふーど（風土）」ＳＨＯＰと

して登録し、飲食店等からの更なる情報発信を図ります。 

■トップセールスによる発信 

国内外の産地間競争に打ち勝ち、信州農畜産物等を支持・

選択してもらうため、卸売市場などの流通販売関係者や実需

者、消費者に対して知事等によるトップセールスを開催し、

正確な情報の発信と信州農畜産物の知名度の向上並びに消費

拡大を図っています。 

平成 24 年度は、県内１回、県外５回、海外２回（台湾：

阿部知事、シンガポール：和田副知事）のトップセールスを

実施しました。 

特に海外では、「おいしい信州ふーど（風土）」のＤＶＤ上

映などにより認知度の向上に取り組み、その内容が地元マス

コミを通じて広く報道されたほか、フェアを開催した店舗で

は次年度の継続開催も希望されるなど好評でした。 

【ステッカー】 

【「ぐるなび」内の特設ページ】 

【台湾でのトップセールス】 

第２期信州農産物マーケティング戦略プランを策定 

                   ～選ばれる信州農産物ブランドを目指して～ 

「第２期長野県食と農業農村振興計画」のマーケティングに関する取組を具体的に進めていくため

のアクションプランとして「第２期信州農産物マーケティング戦略プラン（以下、「第２期戦略プラ

ン」）」を策定しました。（計画期間：平成 25年～29年） 

第２期戦略プランの策定にあたっては、外部有識者から

なる「信州農産物マーケティング戦略会議」を設置し、４

回にわたる議論を重ね、第１期戦略プランの検証を行い、

課題を認識した上で策定に至りました。 

第２期戦略プランの特徴は、消費者の購買行動の大きな

変化、食材・食品流通チャネルの多様化、家族消費形態の

変化など、消費者の購買行動及び食品産業の動向を的確に

とらえた上で、本県が有する優位性をマーケティングとい

う視点で「見える化」し、「プロダクトアウト」から「マー

ケットイン」の生産へ積極的に転換していくことを位置付

けました。 

第２期戦略プランの基本戦略として上図の４つの柱に整

理し、これらの柱を展開していくことにより、選ばれる信

州農産物ブランドを目指していきます。 

第２期信州農産物マーケティング 
戦略プラン（H25～H29） 

信州農産物ブランドの確立と 
認知度向上 

マーケットニーズに対応できる
環境づくり 

マーケットニーズを踏まえた 
新たな産地形成と生産拡大 

流通の変化に対応した市場流通 
機能の強化 
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長野県食育推進計画を策定  ～周知から実践へ～ 

県（健康福祉部、農政部等）では、平成 25 年３月に「長野県食育推進計画（第２次）（以下、「第２

次計画」）」を策定しました。（計画期間：平成 25年度～平成 29年度） 

これは、 

①経済の変化、県民の価値観の多様化、核家族化等を背景に、個人の好み

に合わせた生活スタイルへと、食においても多様化がさらに進んでいる

状況があること 

②第１次計画（平成20年度～平成24年度）を展開してきた結果、改善が

見られない事項があること 

③食育の重要性をさらに普及し、実践する県民を増やすため、関係機関・

団体、関係者、県の役割を明確に、支援体制の強化と計画的な推進をす

る必要があること 

 などの背景により策定が行われたものです。 

この第２次計画では基本理念を「信州の食で育む人づくり ～健康長寿と豊かな人間形成～ 」と

し、「信州の食を育む環境づくり」「未来を担う子どもの食育」「健康づくりと食育」「信州の食の理解

と継承」の４つの基本分野を設定し、推進することとしています。 

この２次計画は「第２期長野県食と農業農村振興計画」とも密接に連携していることから、食育及

び地産地消を積極的に展開することにより、両計画を推進していきます。 

６次産業化の推進  ～６次産業化による農業経営の多角化～ 

県では、これまで主に農産加工グループなどを対象に、高い

経営マインドを持った経営体の育成を進めるため、「加工技術研

修」や「商品確立評価会」などを行ってきたほか、六次産業化

法の施行後は、国の「サポートセンター」と連携し、６次産業

化を推進してきました。 

その結果、平成 24 年度末には「総合化事業計画」の認定数が

全国で２番目となるなど、これまでの活動の成果が現れてきて

います。 

今後は、県段階及び地方段階で協議会を組織し、農業者等の

意識の醸成と具体的な事業プランの作成・事業化までの一貫し 

た支援体制を整備することにより、６次産業化の推進に向けた取組を更に強化していきます。 

学校給食における地産地消活動の推進  ～「旬ちゃん」の学校訪問～ 

長野県、ＪＡ長野県グループ、八十二銀行、信濃毎日新聞社で構成する、地産地消「信州を食べよ

う」キャンペーン推進委員会は、県内で地産地消が県民運動となるよう各種事業を展開しています。 

その一環として、地産地消推進キャラクター「旬ちゃん」による学校訪問を通して、小中学生への

地産地消の推進を行っています。 

平成 24 年度については、長野県司厨士協

会長野支部の皆さんと連携し、プロの料理人

の方による「味覚の授業」、「調理実習」を行

うなど、地産地消の推進とともに「食育」の

推進も図りました。 

今後も、継続的に地産地消の推進を図って

いきます。 

【長野県食育推進計画（第２次）】 

【「旬ちゃん」との記念撮影】 【「味覚の授業」の一コマ】 

六次産業化法に基づく 

総合化事業計画認定数 

(H25.3.31現在) 

順位 都道府県名 認定数 

１ 北海道 ８１ 

２ 長野県 ６１ 

３ 兵庫県 ５２ 

４ 福岡県 ４７ 

５ 岐阜県 ４７ 

 

 

 

３ 消費者と「食」の絆を結び豊かな食生活を育む農業・農村 
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遊休農地対策  ～遊休農地再生活用への支援～ 

遊休農地の再生を進めるため、支援チーム（地方事務所農政

課、農業改良普及センター等）が、市町村耕作放棄地対策協議

会等と連携して、遊休農地への作物導入や付加価値向上の取組

への助言・指導、補助事業等の活用を支援しています。 

松川町では、りんご等を原料に農産加工・販売を行う「６次

産業化」に取り組む地元企業が平成 24年度に1.1haの遊休農地

を再生・活用して、原材料の果樹生産に取り組んでいます。現

在、４haの自社農場を10haまで拡大する予定で、遊休農地の再

生・活用を積極的に進める計画です。 

今後も、遊休農地解消に向けて継続的な支援を実施し、優れ

た取組の他地域への波及を図っていきます。 

４ 環境と調和し地域が輝く元気な農業・農村 

鳥獣被害対策  ～「集落等捕獲隊」の設置による捕獲対策の強化～ 

野生鳥獣に負けない集落づくりを進めるため、野生鳥獣被害対策チーム等が市町村等と連携し、各

地域において「防除」、「捕獲」、「生息環境」、「ジビエ振興」の各対策を複合的に組み合わせた総合対

策が実施できるよう支援しています。 

特に本年度は、ニホンジカ等の生息数を計画に沿って減少させるため、集落周辺における捕獲作業

に農業者自らが参加する「集落等捕獲隊」の編成を進めました。 

設置研修会の開催や野生鳥獣被害対策チームによる編成支援の結果、34 の捕獲隊が編成されまし

た。今後も、集落ぐるみによる捕獲体制の構築を積極的に進めていきます。 

    

「長野県適正農業規範」の策定  ～持続的な農業生産のために～  

持続的な農業生産に向けた、適正な農業のあるべき姿を示すものとし

て「長野県適正農業規範」を平成 25年２月に策定しました。 

「どんな取組が適正なのか」、「できていなければ、どう改善すればよ

いのか」といった内容を、長野県ＧＡＰ基準に定める品目（米・麦・野

菜・果樹・きのこ・花き）について、「食品安全」、「環境保全」、「労働安

全」、「農業生産活動における全般管理」の視点から整理しています。 

規範の中では、農業生産活動に関わる具体的な事項について、適正あ

るいは不適正な取組事例を写真で紹介するほか、関係法令や参考となる

ホームページ等についても掲載しています。 

今後は、県内でＧＡＰ推進の中核となるべき指導者を養成し、規範を

活用して生産者へのＧＡＰ導入を推進していきます。 【長野県適正農業規範】 

【研修会(事例報告)】 【わなの設置講習】 

【遊休農地を再生し果樹を定植(松川町)】 
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５ 働きやすく住み良い農業・農村 

地域ぐるみで農村資源を守る農地・水保全管理の推進  ～第２期対策がスタート～ 

農地・農業用水等の農村資源は、過疎化・高齢化・混住化等の進行に伴う集落機能の低下により、そ

の適切な保全管理が困難となってきています。そこで、農地・農業用水等を守り、農村の自然環境や景

観などの多面的機能を最大限発揮させるため、平成 19 年度から地域ぐるみで行う共同活動を支援する

「農地・水・環境保全向上対策」を実施してきました。平成 23 年度には「農地・水保全管理支払交付

金」と名称が変わり、老朽化が進む水路・農道等の更新整備などの長寿命化対策が拡充されています。 

平成 24 年度から第２期対策が始まり、活動組織の広域化が図られるとともに、水質・土壌・地域環

境の保全に資する高度な取組への支援が追加され、施設の機能や農村環境を将来にわたり維持・保全す

る体制づくりが県下各地でさらに進展することが期待されます。 

第１期対策「農地・水・環境保全向上対策」(H19～23) ⇒ 第２期対策「農地・水保全管理支払交付金」(H24～28) 

   

地域ぐるみで行う共同活動 

水路、農道等の保全管理や農村

環境の向上に係る活動 

施設の長寿命化のための活動 

水路、農道等の施設の老朽化部

分の補修や更新等に係る活動 

高度な農地・水の保全活動 

水質、土壌、生物多様性等の地域

環境の保全を行う活動 

土地改良施設エネルギーの活用  ～発電施設建設モデル事業 ～ 

「働きやすく住み良い農業・農村」の実現に向け、土地改良施設で未利用の自然エネルギーを最大

限活用し、維持管理費の負担軽減を図ることにより、土地改良区の経営基盤の安定・強化を進めてい

くことが求められています。 

白馬村の平川地区では平成 24 年度から「発電施設建設モデル事業」による農業用水を活用した小水

力発電施設の整備を進めており、地区内にあるポンプ施設の電気代や維持管理費の負担軽減が期待さ

れています。今後は、同地区の計画から運営までの過程における課題等を検証し、その成果を今後導

入を検討する地区の計画に役立てることで、小水力発電施設の積極的な取組を支援していきます。 

  
【平川頭首工（白馬村）】 【発電施設イメージ（町川発電所､大町市）】 
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第２期長野県食と農業農村振興計画を策定  ～信州の農業・農村は新たなステージへ～ 

平成 20 年度から 24 年度までの５年間、平成 19 年度に策定した「第１期長野県食と農業農村振興

計画」の基本目標である、「食と農が織りなす元気な信州農業」の創造に向け、取組を進めてきまし

た。しかしながら、近年の農業・農村をめぐる情勢は、担い手の高齢化や減少、農産物価格の低迷、

東京電力(株)福島第一原子力発電所事故以降の農産物等に対する消費者の不安など、多くの重要課題

に直面し、大きな転換期を迎えています。 

こうした状況に的確に対応するため、平成 25 年２月に「第２期長野県食と農業農村振興計画」を

策定しました。 

計画は、長野県の食と農業・農村の振興施策の方向性に対して多くの県民の皆様から御意見をいた

だくとともに、県下４地域における現地調査の結果などを踏まえ、長野県食と農業農村振興審議会に

おいて検討を重ね、平成 24年 10月 26日の審議会の答申に基づき策定し、平成 25年２月８日に公表

しました。 

 新たな計画では、「夢をかなえ人を結ぶ信州の農業・農村」を基本目標に掲げ、農業者を始めとす

る県民の皆様とともに、意欲ある農業者の目標たる夢の実現と、人と人との交わりによる農村の新た

な活力の創出を目指し、取り組んでいきます。 

   

夢をかなえ人を結ぶ信州の農業・農村の実現に向けて 

【茂木会長から和田副知事へ第２期計画の策定について答申】 【第２期計画表紙】 
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本県の食と農業・農村の動向 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

平成 24年の農業農村総生産額（推計）は 2,908億円（対前年比 99.5％）となった。 

これは、農産加工や観光農業が好調に推移したことから農業関連産出額が増加した一方、きのこや 

野菜の価格低迷などにより農産物産出額が減少したため、全体では前年に比べ14億円の減少となった。 

第１期振興計画最終年（平成 24年）の目標値と比較すると 92億円不足し、96.9％の達成率である。 

 

 農産物産出額（注１） 

平成24年の農産物産出額（推計）は 2,717億円（対前年比 99.3％）となった。 

これは、年間を通して好天に恵まれたことから、米や果実の生産量が増加した一方、きのこや野菜

において生産過剰による価格低迷などにより、全体では前年に比べ 19億円の減少となった。 

 

 農業関連産出額（注２） 

平成24年の農業関連産出額（推計）は 191億円（対前年比 102.7％）となった。 

これは、水産が減少したものの、６次産業化への取組の活発化や、都市農村交流人口が順調に増加

していることなどにより、農産加工や観光農業が好調に推移したため、全体では前年に比べ 5億円の

増加となった。 

 

17年 23年 24年 24年

(基準年) 構成割合 構成割合 ① 構成割合
（目標年）

②

億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ ％ 億円 ％

 2 722 100.0  2 736 100.0  2 717 100.0 99.3  2 800 97.0

  530 19.5   490 17.9   519 19.1 105.9   490 105.9

  9 0.3   3 0.1   4 0.1 133.3   13 30.8

  22 0.8   11 0.4   10 0.4 90.9   30 33.3

  626 23.0   783 28.6   679 25.0 86.7   705 96.3

  524 19.3   482 17.6   559 20.6 116.0   540 103.5

  185 6.8   156 5.7   154 5.7 98.7   190 81.1

  60 2.2   66 2.4   68 2.5 103.0   70 97.1

  327 12.0   277 10.1   275 10.1 99.3   312 88.1

  439 16.1   468 17.1   449 16.5 95.9   452 99.3

  164 100.0   186 100.0   191 100.0 102.7   200 95.5

  67 40.9   54 29.0   51 26.7 94.4   72 70.8

  42 25.6   58 31.2   61 31.9 105.2   55 110.9

  55 33.5   74 39.8   79 41.4 106.8   73 108.2

 2 886 －  2 922 －  2 908 － 99.5  3 000 96.9

畜 産

花 き

農 業 関 連 産 出 額

水 産

農 産 加 工

農 業 農 村 総 生 産 額

長野県の農業農村総生産額（長野県農政部推計）

雑 穀 ・ 豆 類

麦 類

果 実

そ の 他 の 農 産 物

米

栽 培 き の こ

観 光 農 業

　区　　　　　分

野 菜

①/②

農 産 物 産 出 額

対前年比
24年/23年

 

 注１）農産物産出額 

    平成 17年産は、農林水産省公表数値から県内の中間生産物産出額(県推計)を控除した数値である。 

平成 23年産は、農林水産省大臣官房統計部公表数値である。 

    平成 24年産は現在公表されていないため、県農政部の推計値である。（農林水産省公表の作物別生産量

等に、ＪＡ等の販売単価等を基に県が独自推計した単価を乗じて算出した） 

注２）農業関連産出額 

    県農政部の推計値である。 

平成 2４年農業農村総生産額（県農政部推計） 



 
 

【米穀類】 

米 Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績 

（H24/23） 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
３６，７００ ３６，２００ ３４，６００ ３４，６００ ３４，６００ ３４，２００ 

 

３４，２００  

（１００％） 

３３，１５３  

[３４，０００] 

（１０３％） 

10a 収量

(kg/10a) 
    ６４７ ６２０ ６３４ ５９５ ６１２ ６０４ 

 

６１０  

（１０１％） 

６２３  

[６２０] 

（９８％） 

生産量(t)  ２３７，４００ ２２４，４００ ２１９，４００ ２０５，９００ ２１１，８００ ２０６，６００ 

 

２０８，６００  

（１０１％） 

２０６，４９０  

[２１０，８００] 

（１０１％） 

【2４年産解説】 

作付面積は、国から配分された生産数量目標に応じた生産を進めたことから、前年並みとなった。 

生産量は、穂数及びもみ数が平年に比べやや尐なく、登熟は良～やや良であったが、作柄指数は前年同様９８の

「やや丌良」となった。出穂後、高温で経過したことから胴割粒の発生が例年より多くなった。 

流通在庫が減尐した中で、市場の期待感から高値での販売開始となり、前年を上回る価格となった。 

 

麦 Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績

（H24/23） 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
２，１５０ ２，２００ ２，２９０ ２，３９０ ２，４１０ ２，５２０ 

 

２，５７０  

（１０２％） 

２，５４０  

[２，３００] 

（１０１％） 

10a 収量

(kg/10a) 
３７０ ４０２ ４２３ ４０５ ３０３ ３２９ 

 

３８６  

（１１７％） 

４０９  

[４００] 

（９４％） 

生産量(t) ７，９４０ ８，８４０ ９，６８０ ９，６７０ ７，３１０ ８，２８０ 

 

９，９３０  

（１２０％） 

１０，３８０  

[９，２００] 

（９６％） 

【2４年産解説】 

作付面積は、農業者戸別所得補償制度の対象であることや実需からの要望等により、前年に比べ５０ｈａ増加した。 

生産量は、播種後の好天に恵まれたことから、春先に低温の影響を受けたものの、ほぼ平年並みであった。なお、小

麦の単収は前年比115％ （３８２ｋｇ）、六条大麦は同128％（４０６ｋｇ）であった。 

品質は、小麦は、検査等級は良好であったが、大麦は、硝子質粒の発生が多かった。  

価格は、外国産麦の価格上昇の影響等により、前年を上回った。 

 

大豆 Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績

（H24/23） 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
２，７３０ ２，４５０ ２，４６０ ２，３６０ ２，３７０ ２，３６０ 

２，２００  

（９３％） 

２，４００  

（９２％） 

10a 収量

(kg/10a) 
１７０ １６８ １８２ １４７ １４５  １６７ 

 

１６１  

（９６％） 

２１０  

[２５０] 

（７７％） 

生産量(t) ４，６４０ ４，１１０ ４，４７０ ３，４７０ ３，４４０ ３，９４０ 

 

３，５４０  

（９０％） 

５，０４０  

[７，０００] 

（７０％） 

【24年産解説】 

作付面積は、難防除雑草の増加等から他作物へ転換されたことから、前年をやや下回った。 

生産量は、干ばつ等の影響から単収が平年をやや下回ったことから、前年に比べ減尐した。 

価格は、全国的には豊作であったことから前年をやや下回った。 

 

 

 

農産物主要品目の平成２４年産生産実績 



そば Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績

（H24/23） 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
２，６００ ２，５８０ ２，６６０ ２，６８０ ２，９６０ ３，３６０ 

 

３，９７０  

（１１８％） 

３，７００  

[３，０００] 

（１０７％） 

10a 収量

(kg/10a) 
８０ ８１ ８０ ５０ ７５ ７１ 

８５  

（１２０％） 

１００  

（８５％） 

生産量(t) ２，０８０ ２，０９０ ２，１３０ １，３４０ ２，２２０ ２，４００ 

 

３，３７０  

（１４０％） 

３，７００  

[３，０００] 

（９１％） 

【24年産解説】 

作付面積は、農業者戸別所得補償制度の対象作物となったこと等により前年を大きく上回った。 

生産量は、作付面積が増加や単収が平年を上回ったことから、前年を大きく上回った。  

価格は、全国的に供給量が大きく増加したため前年を大きく下回った。 

 

【果 樹】 

りんご Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績

(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
８，５６０ ８，３４０ ８，２８０ ８，２２０ ８，１８０ ８，１２０ 

８，０６０  

（９９％） 

８，２５０  

（９８％） 

10a 収量

(kg/10a) 
２，１３３ ２，０４２ ２，２４０ １，９４６ １，７７１ １，７２３ 

２，０５７  

（１１９％） 

２，０６７  

（１０４％） 

生産量(t) １８２，６００ １７０，３００ １８５，５００ １６０，０００ １４４，９００ １３９，９００ 
１６５，８００  

（１１９％） 

１７０，５６０  

（９７％） 

【24年産解説】 

作付面積は、生産者の高齢化等により、前年をわずかに下回った。 

生産量は、前半は尐雨の影響で果実肥大が劣っていたが、その後回復し収穫時には果実肥大が良好であったこと

から前年を上回った。 

価格は、全国的な生産量の増加したことから、品薄だった前年を下回った。 

 

ぶどう Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
２，４９０ ２，４４０ ２，４４０ ２，４５０ ２，４４０ ２，４４０ 

２，４３０  

（１００％） 

２，４４０  

（１００％） 

10a 収量

(kg/10a) 
１，３０５ １，２５８ １，１９７ １，１０６ ９８０ ９５９ 

１，２４７  

（１３０％） 

１，３６２  

（９８％） 

生産量(t) ３２，５００ ３０，７００ ２９，２００ ２７，１００ ２３，９００ ２３，４００ 
３０，３００  

（１２９％） 

２８，６７０  

（１０６％） 

【24年産解説】 

作付面積は、生産者の高齢化による減尐の一方、新品種の導入による新植・改植が進み、前年並みとなった。 

生産量は、開花期の天候に恵まれ結実が良好であったこと、適度な降雨と気温により果実肥大も近年になく良好で

あったことから、作柄の悪かった前年を上回った。 

価格は、全国的に生産量が増加したことから、品薄だった前年をやや下回った。 

 

なし Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
１，１５０ １，０９０ １，０６０ １，０５０ １，０３０ １，０００ 

９８０  

（９８％） 

９９０  

（９９％） 

10a 収量

(kg/10a) 
２，３５８ ２，０６８ ２，２３６ １，９３３ １，８２５ １，９６６ 

２，１８９  

（１１１％） 

２，１７４  

（１０１％） 

生産量(t) ２７，１２０ ２２，５４０ ２３，７００ ２０，３００ １８，８００ １９，６６０ 
２１，４５０  

（１０９％） 

２１，５２０  

（１００％） 

【24年産解説】 

作付面積は、生産者の高齢化等により、前年をわずかに下回った。 

生産量は、結実が良好であり、果実肥大も梅雨明け後の尐雨のため一時停滞したが、全般には良好であったことか

ら、前年を上回った。 

価格は、全国的に出荷量が減尐したため、価格安だった前年を上回った。 



もも Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
１，３００ １，２６０ １，２３０ １，２２０ １，２００ １，１８０ 

１，１７０  

（９９％） 

１，１８０  

（９９％） 

10a 収量

(kg/10a) 
１，８３１ １，４３７ １,６４２ １,５５７ １，４００ １，４４１ 

１，５８１  

（１１０％） 

１，６９０  

（９４％） 

生産量(t) ２３，８００ １８，１００ ２０，２００ １９，０００ １６，８００ １７，０００ 
１８，５００  

（１０９％） 

１９，９４０  

（９３％） 

【24年産解説】 

作付面積は、ほぼ前年並みとなった。 

生産量は、結実が良好で、収穫期が尐雨傾向であったため灰星病等の腐敗果の発生が尐なかったことから、減収と

なった前年を上回った。 

価格は、出荷が集中したことにより大幅な価格安となった前年を上回った。 

 

【野 菜】 

レタス Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
５，９１０ ５，７５０ ５，７４０ ５，８３０ ５，７９０ ５，７７０ 

５，７２０  

（９９％） 

５，９１０  

（９７％） 

10a 収量

(kg/10a) 
３，１４７ ２，９７０ ３，０４４ ３，１５８ ２，９６０ ３，０３０ 

３，４００  

（１１２％） 

３，０４６  

（１１２％） 

生産量(t) １８６，０００ １７０，７００ １７４，７００ １８４，０００ １７１，４００ １７４，８００ 
１９４，６００  

（１１１％） 

１８０，０００  

（１０８％） 

【24年産解説】 

作付面積は、前年をわずかに下回った。 

生産量は、６月以降平年よりも気温は高め、降水量が尐なめに推移したことから、生育が進み病害の発生も尐なく豊

作基調が続いた。このため、８月から９月の間には出荷調整が実施された。 

価格は、出荷量の増加により、出荷期間を通して安値で推移し前年を大きく下回った。 

 

はくさい Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
２，８３０ ２，７９０ ２，７７０ ２，７７０ ２，７５０ ２，７７０ 

２，７７０  

（１００％） 

２，６００  

（１０７％） 

10a 収量

(kg/10a) 
７，１７３ ７，３３０ ７，４８０ ７，６８２ ７，３７0 ７，６９０ 

８，４５０  

（１１０％） 

７，３８５  

（１１４％） 

生産量(t) ２０３，０００ ２０４，６００ ２０７，２００ ２１２，８００ ２０２，７００ ２１２，９００ ２３４，１００  

（１１０％） 

１９２,０００  

（１２２％） 

【24年産解説】 

作付面積は、ほぼ前年並みとなった。 

生産量は、６月以降平年よりも気温は高め、降水量が尐なめに推移したことから、生育が進み病害の発生も尐なく豊

作基調が続いた。このため、７月から９月の間には出荷調整が実施された。 

価格は、Ｏ-157食中毒事件の影響により浅漬け需要が一段と低迷し、出荷期間を通して安値で推移した。 

 

キャベツ Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
１，４３０ １，４１０ １，４９０ １，４４0 １，４７０ １，４６０ 

１，４７０  

（１０１％） 

１，５００  

（９８％） 

10a 収量

(kg/10a) 
４，１４０ ４，２１０ ４，３２２ ４，１３９ ４，０３０ ４，３６０ 

４，６１０  

（１０６％） 

４，３２７  

（１０７％） 

生産量(t) ５９，２００ ５９，３００ ６４，４００ ５９，６００ ５９，３００ ６３，７００ 
 ６７，７００  

（１０６％） 

 ６４，９0０  

（１０４％） 

【2４年産解説】 

作付面積は、前年並みとなった。 

生産量は、６月以降平年よりも気温は高め、降水量が尐なめに推移したことから、近年問題となっていた黒斑細菌病

の発生も尐なく生育は順調で、出荷期間を通して豊作基調で推移し、前年を大きく上回った。 

価格は本県の出荷期間を通して安値で推移した。 

 



ブロッコリー Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
６６４ ７８５ ７８８ ８０８ ８１５ ７６１ 

７７２  

（１０１％） 

７５０  

（１０３％） 

10a 収量

(kg/10a) 
８８１ ９５０ ９４５ ９４５ ８６５ ９０１ 

９３４  

（１０４％） 

９６０  

（９７％） 

生産量(t) ５，８５０ ７，４６０ ７，４５０ ７，７９０ ７，０５０ ６，８６０ 
７，２１０  

（１０５％） 

７，２００  

（１００％） 

【24年産解説】 

作付面積は、ほぼ前年並みとなったが、高温により生産が丌安化している盛夏期の作付は減尐傾向している。 

生産量は、夏季の高温により品質低下が著しかった過去２カ年と比べ安定した出荷が行われ、単収の向上により大

幅に増加した。 

価格は、出荷量が尐なかったことで比較的堅調に推移した。 

 

アスパラガス Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
１，５２０ １，４８０ １，４２０ １，３５０ １，３００ １，２４０ 

１，１４０  

（９２％） 

１，５５０  

（７４％） 

10a 収量

(kg/10a) 
３３６ ３１３ ３００ ２６５ ２６５ ２４６ 

２２７  

（９２％） 

４５２  

（５０％） 

生産量(t) ５，１１０ ４，６３０ ４，２６０ ３，５８０ ３，４５０ ３,０５０ 
２，５９０  

（８５％） 

７，０００  

（３７％） 

【24年産解説】 

作付面積は、生産者の高齢化や病害の発生等により引き続き減尐した。 

生産量は、前年の茎枯病や猛暑による株養成量丌足と半促成作型の被覆開始から萌芽時期が低温で経過したこと

に加え、作付面積の減尐により前年をかなり下回った。 

価格は、全国的に出荷量が尐なかったことから、出荷期間を通して堅調に推移した。 

 

トマト Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
４４２ ４４７ ４３４ ４３９ ４３８ ４１８ 

３９９  

（９５％） 

４４２  

（９０％） 

10a 収量

(kg/10a) 
５，８６０ ５，６６０ ５，８２９ ５，８２９ ５，０７０ ４，８６０ 

５，６９０  

（１１７％） 

６，２２２  

（９１％） 

生産量(t) ２５，９００ ２５，３００ ２５，３００ ２２，１００ ２２，２００ ２０，３００ 
２２，７００  

（１１２％） 

２７，５００  

（８３％） 

【24年産解説】 

作付面積は生食用・ジュース用ともに引き続き減尐した。 

生産量は平成２２年、２３年と比較し、夏季の著しい高温障害が尐なく、生食用・ジュース用トマトともに単収が向上し

たため、 前年を大きく上回った。 

価格は、生食用トマト、ミニトマトともに前年と比較し出荷期間を通して下回った。 

 

きゅうり Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
４５６ ４４４ ４２７ ４２１ ４２５ ４１０ 

４１１  

（１００％） 

４５０  

（９１％） 

10a 収量

(kg/10a) 
４，３４２ ４，０８０ ４，１２２ ３，７７７ ３，８１０ ３，９００ 

４，０６０  

（１０４％） 

４，４００  

（９２％） 

生産量(t) １９，８００ １８，１００ １７，６００ １５，９００ １６，２００ １６，０００ 
１６，７００  

（１０４％） 

１９，８００  

（８４％） 

【24年産解説】 

作付面積は、前年並みとなった。 

生産量は、平成２１年から２３年のような高温・干ばつによる樹勢低下の影響が尐なく、８月下旬以降も収穫量が確

保でき単収が向上したため、前年を上回った。 

価格は、全国的に出荷量が多く、前年を大きく下回った。 

 



【花 き】 

キク Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
１８９ １５１ １４７ １４２ １３８ １３６ 

１３３  

（９８％） 

１７４  

（７６％） 

10a 収量

(本/10a) 
２８，９７２ ２８，０１３ ２８，５７１ ２７，３２４ ２６，３０４ ２６，３９７ 

２７，０６８  

（１０３％） 

２９，０００  

（９３％） 

生 産 量 

( 千 本 ) 
５４，７００ ４２，３００ ４２，０００ ３８，８００ ３６，３００ ３５，９００ 

３６，０００  

（１００％） 

５０，４６０  

（７１％） 

【24年産解説】 

作付面積は、輪ギクとスプレーギクが減尐し、小ギクで増加し、キク全体では前年を下回った。 

生産量は、作付面積同様に輪ギクとスプレーギクが減尐し、小ギクで増加し、キク全体では前年並みとなった。 

価格は、６月から７月及び秋彼岸以降に出荷が集中したことから、前年を大きく下回った。 

 

カーネーション Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
１０９ ９７ ９８ ９８ ９６ ９６ 

９３  

（９７％） 

１０６  

（８８％） 

10a 収量

(本/10a) 
８４，５８７ ７２，６８０ ７０，４０８ ７０，３３６ ６４，７６１ ６４，１９６ 

６３，２１５  

（９８％） 

９５，５００  

（６６％） 

生 産 量 

( 千 本 ) 
９２，２００ ７０，５００ ６９，０００ ６９，０００ ６２，３００ ６１，５００ 

５８，６００  

（９５％） 

１０１，２３０  

（５８％） 

【24年産解説】 

作付面積は、前年をやや下回った。 

生産量は、作付面積の減尐のほか、春先までの低温による生育遅れ、夏場の高温による短幹・集中開花等により、

前年を下回った。 

価格は、暖地産の出荷と重なった６月、開花が前進・集中した８月中旬～９月にかけて、前年を大きく下回った。 

 

リンドウ Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
３３ ３５ ３５ ３７ ３９ ３７ 

３７  

（１００％） 

３６  

（１０３％） 

10a 収量

(本/10a) 
２３，３２３ ２３，１１４ ２２，５３７ ２２，４７４ １９，１１５ １９，１４０ 

１６，６９４  

（８７％） 

２４，０００  

（７０％） 

生 産 量 

( 千 本 ) 
７，７２０ ８，０９０ ７，８８８ ８，２０３ ７，４９３ ７，１２０ 

６，２１０  

（８７％） 

８，６４０  

（７２％） 

【24年産解説】 

作付面積は、概ね前年並みであった。 

生産量は、株落ちや夏場の高温による晩生種の開花遅れ等により、前年を大きく下回った。 

価格は、高温抑制により出荷期が遅れて集中した秋彼岸以降に、前年を下回った。 

 

トルコギキョウ Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
５３ ５１ ５１ ５１ ５１ ５０ 

５１  

（１０２％） 

５８  

（８８％） 

10a 収量

(本/10a) 
２９，４６８ ２８，６２８ ２８，４５８ ２７，７２３ ２６，３３７ ２６，３４７ 

２７，６６８  

（１０５％） 

２９，０００  

（９５％） 

生 産 量 

( 千 本 ) 
１５，５００ １４，６００ １４，４００ １４，０００ １３，３００ １３，２００ 

１４，０００  

（１０６％） 

１６，８２０  

（８３％） 

【24年産解説】 

作付面積は、前年に比べ微増した。 

生産量は、９月以降の秋出荷作型の増加により、前年をやや上回った。 

価格は、高温により出荷期が前進・集中した９月～10月にかけて、前年を大きく下回った。 

 

 

 



アルストロメリア Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
２４ ２２ ２５ ２５ ２５ ２６ 

２７  

（１０４％） 

２６  

（１０４％） 

10a 収量

(本/10a) 
７５，５２７ ８６，８１８ ８０，５６７ ７９，０３２ ７２，８００ ７２，５１９ 

７５，３７３  

（１０４％） 

７６，０００  

（９９％） 

生 産 量 

( 千 本 ) 
１７，９００ １９，１００ １９，９００ １９，６００ １８，２００ １９，０００ 

２０，２００  

（１０６％） 

１９，７６０  

（１０２％） 

【24年産解説】 

作付面積は、一部の担い手を中心とした規模拡大により、前年をやや上回った。 

生産量は、作付面積の増加、及び栽培の周年化の進展により、前年を上回った。 

価格は、５月～８月にかけて前年を下回ったが、春先と秋以降は堅調に推移した。 

 

鉢花類 Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

作付面積

( h a ) 
９４ ８２ ８４ ８６ ８７ ８７ 

８５  

（９８％） 

９２  

（９２％） 

10a 収量

(鉢/10a) 
３５，８２９ ２７，４８７ ２５，１３０ ２５，０８９ ２４，２８９ ２５，３２３ 

２５，４９２  

（１０１％） 

３６，７１０  

（６９％） 

生 産 量 

( 千 鉢 ) 
３３，６８０ ２２，５４０ ２１，１１０ ２１，５００ ２１，０１０ ２１，９３０ 

２１，７７０  

（９９％） 

３３，７７４  

（６４％） 

【24年産解説】 

作付面積は、苗物が増加したものの、シクラメンがやや減尐したことで、鉢花類全体では前年をやや下回った 

生産量は、苗物の作付け増と小鉢化の進展があったが、シクラメンの減尐により全体では概ね前年並みであった。 

価格は、一部洋らんで前年を上回ったが、シクラメンは１１月以降、安値基調で推移した。 

 

【きのこ】 

えのきたけ Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 
生 産 量 

( t ) 
８１，４００ ７７，４００ ７８，１００ ８３，８９０ ８６，０７０ ８９，５２２ 

８６，５９６  

（９７％） 

８０，０００  

（１０８％） 

【24年産解説】 

生産量は、前年よりやや減となった。 

価格は、1月～３月にかけて高値傾向が続き、前年を上回った。 

 

ぶなしめじ Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 
生 産 量

( t ) 
４９，０００ ４７，０００ ４７，０００ ４７，５００ ４７，８６８ ５３，３３３ 

５０，７９６  

（９５％） 

５３，０００  

（９６％） 

【24年産解説】 

生産量は、前年よりやや減となった。 

価格は、ここ数年の生産増加により供給が需要を上回る傾向のため前年を下回った。 

 

【畜 産】 

乳用牛 Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

頭 数 ２５，０００ ２３，３００ ２１，７００ ２０，５００ １９，８００ １９，５００ 
１８，７００ 

（９６％） 

１８，７００  

（１００％） 

生産量

( t ) 
１３５，１２４ １３１，６８５ １２５，４２６ １２２，２４６ １16，３４５ １１１，５６４ 

１１０，５５０ 

（９９％） 

１１７，４５５  

（９４％） 

【24年産解説】 

飼育頭数及び生乳生産量は、高齢化や飼料価格の高騰等により生産戸数が減尐し前年をやや下回った。 

価格は、生産者乳価が据え置かれたことから、ほぼ前年並となった。 

 



肉用牛 Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

頭 数 ３１，２００ ３１，６００ ３１，１００ ３０，５００ ２９，５００ ２８，５００ 
２６，９００ 

（９４％） 

３２，０００  

（８４％） 

生 産 量

( t ) 
７，６６８ ６，９９６ ６，４１３ ６，９０９ ７，０６４ ６，８６０ 

７，１３４ 

（１０４％） 

８，２６５  

（８６％） 

【24年産解説】 

飼育頭数は、高齢化や飼料価格の高騰等により前年を下回った。 

生産量は、乳用牛のと畜頭数が増加し、前年を上回った。 

価格は、福島原発事故の風評被害等による低価格から徐々に回復。子牛は前年を上回り単価高となった。 

 

豚 Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

頭 数 ９８，９００ ９３，７００ ８８，６００ ８７，１００ ７５，０００ ７７，４００ 
８０，２００ 

（１０４％） 

９４，６００  

（８５％） 

生 産 量

( t ) 
１３，８２０ １３，５５４ １２，０７５ １１，６９３ １１，５１８ １１，５７８ 

１０，９３４ 

（９４％） 

１３，８００  

（７９％） 

【24年産解説】 

飼育頭数は東北から移入した繁殖農家が開業したことなどにより増加したが、生産量は前年をやや下回った。 

価格は、景気低迷による消費減退と低価格志向などにより、前年をやや下回った。 

 

鶏 Ｈ１７基準年 Ｈ１９実績 H２０実績 H２１実績 Ｈ２２実績 Ｈ２３実績 
Ｈ２４実績
(H24/H23) 

Ｈ２４目標 

（実績/目標） 

 

羽 数 

( 千羽 ) 
１，６３９ １，６８３ １，５３５ １，４９４ １，４０３ １，４４８ 

１，５０３ 

（１０４％） 

１，７２５  

（８７％） 

生 産 量

( t ) 
２２，６９５ ２３，２６７ ２２，１５８ ２２，０７７ １９，８８１ １９，３１２ 

１７，９２５ 

（９３％） 

２３，８６０  

（７５％） 

【24年産解説】 

飼育羽数は、採卵鶏が増加したことから、前年をやや上回った。 

生産量は、ブロイラーが減尐したため、前年を下回った。 

鶏卵価格は、鶏卵相場全体が低調で推移したため前年をやや下回った。ブロイラー価格は全国的な生産量が増加

したことから、前年を下回った。 

 



平成24年最終年目標値の達成状況

平成24年単年度目標値の達成状況

（上段：目標値、下段：実績値）

－ － 175 182 190 195 200
141 135 175 178 190 211 246
－ － 7,076 7,108 7,217 7,233 7,200

6,012 7,002 7,150 7,139 6,942 6,499 6,483
－ － 290 338 384 428 470
182 261 294 307 314 333 335

－ － 40,510 41,500 42,500 43,470 44,400

37,490 35,971 34,065 36,063 36,990 38,036 未確定
（％） 33 32 31 33 33 33 未確定

－ － 730 760 790 820 850
659 741 745 776 762 794 823
－ － 130 130 130 130 130
124 64 139 114 103 118 96
－ － 73 74 77 77 77
57 57 60 61 60 59 60
－ － 492 505 538 673 800
443 464 447 420 376 350 328

－ － 31 33 40 45 50

－ 25 28.1 28.9 29.5 28.6 26.9

－ － 25 50 55 55 65 50
17 19 47 50 42 58 43
－ － 846 1,036 1,239 1,255 1,560
545 726 836 982 1,051 1,166 1,261
－ － 39 48 65 70 94 74
13 24 39 59 63 75 95
－ － 45 46 48 48 50
42 44 45 46 46 47 47
－ － 8 24 59 65 150
0 0 13 22 31 39 45

－ － 1,200 1,275 1,510 1,510 1,510 1,500
881 944 998 958 884 1,072 778
－ － 30,000 35,000 40,000 40,000 50,000
0 20,125 30,280 28,075 36,275 38,265 38,435

－ － 8,720 8,960 9,200 9,200 9,680
8,820 8,590 8,490 8,370 8,330 8,310 8,250

－ － 2,200 2,400 2,600 2,800 3,000
2,035 1,375 1,585 438 546 669 1,195

－ － 520 600 640 900 1,400 800
0 229 271 440 753 1,332 1,379

－ － 29 35 35 35 35 30
0 26 30 34 35 37 38

－ － 150 200 220 230 300 150
38 150 190 200 220 250 300
－ － 371 382 392 404 415
312 365 338 368 390 417 347

　　注）目標値欄に※が付いた数値は、平成23年度の実績が目標年数値を上回ったため、実績及び今後の方向等を踏まえ
　　　　設定した単年度努力目標値である。

平成23年
H２４実績値
/最終目標値

経営体

71.3%

108.6% 126.7%

100.0% 200.0%

83.6% 83.6%

98.5%

人

組織

原産地呼称管理制度認
定品数

11 りんご３兄弟栽培面積

19

信州サーモン生産量

ぶどう「ナガノパープ
ル」栽培面積

21

15

りんごわい化栽培率

17

5

6 協定

法人

ｈａ
4

農業法人数

認定農業者数

集落営農数

（集積率）

3

18

市町村7

9

ｈａ

普通作物作付面積に対する水
田経営所得安定対策加入面積
割合

ｈａ

ｈａ

ｈａ

％

原産地呼称管理制度
（米）の認定数

20 信州伝統野菜認定数

13

14

品

新規就農者（単年度)
40才未満

女性農業委員の複数選
出市町村数

家族経営協定数
（単年度）

1

②
競
争
力
の
あ
る
付
加
価
値
の
高
い
農
畜
産
物
を
生
産
す
る
農
業
・
農
村

8 水稲直播栽培面積

10

12

2

方
向
No. 項　　目

①
多
様
な
担
い
手
が
元
気
に
活
躍
す
る
農
業
・
農
村

担い手への農用地利用
集積面積

　達成指標は57指標59項目。
　ただし、３指標はセンサス年でなければ数値が把握できないため、平成22年実績値で評価した。
　　　　　３指標は平成24年実績値が未確定のため、平成23年実績値で評価した。

平成19年
平成17年
（基準年）

平成24年
（目標年）

平成20年
H２４実績値
/H２４目標値平成21年 平成22年

96.8%

％

アスパラガスオリジナ
ル品種の栽培面積

ｔ

品

71.3%

86.0%

80.8%

53.8%

96.8%

73.8%

77.9%

41.0%

53.8%

41.0%

店

品

73.8%

94.0%

ｈａ

77.9%

85.7%

101.1%

30.0%

39.8%

51.9%

30.0%

172.4%

76.9%

123.0% 123.0%

90.0% 90.0%

85.7%

66.2%

80.8%

128.4%

16

94.0%

51.5%

76.9%羽
信州黄金シャモ飼育羽
数

頭
受精卵移植による子牛
の生産頭数

85.2%飼料作物作付面積 85.2%

ｔ農産物輸出量

信州オリジナル食材取
扱登録店舗数

39.8%

22

　※50％未満には、新制度
　　移行分を含む

　※50％未満には、新制度
　　移行分を含む

達成指標別進捗状況一覧

(H18)

※

※

※

※ ※

※ ※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

H23実績値で評価

100%以上
90%以上
　100%未満

80%以上
　　90%未満

50%以上
　　80%未満

50%未満

28 7 11 9 4
【47%】 【12%】 【19%】 【15%】 【8%】

Ｈ24年最終年目標値
に対しての達成率

指標項目数

【割合】

100%以上
90%以上
　100%未満

80%以上
　　90%未満

50%以上
　　80%未満

50%未満

22 12 10 11 4
【37%】 【20%】 【17%】 【19%】 【8%】

Ｈ24年単年度目標値
に対しての達成率

指標項目数

【割合】



（上段：目標値、下段：実績値）

平成23年
H２４実績値
/最終目標値

方
向
No. 項　　目 平成19年

平成17年
（基準年）

平成24年
（目標年）

平成20年
H２４実績値
/H２４目標値

平成21年 平成22年

－ － 7,600 8,200 8,800 9,000 16,000 10,000
6,165 7,221 7,225 8,692 15,770 17,338 18,118

－ － 20 30 40 50 60
13.3 13.3 21.3 36.5 36.7 54.6 45.2

－ － 113 118 200 236 236 128
103 145 191 235 235 245 247
－ － 36 37 39 39 43 40

32.7 30.5 35.1 38.8 38.8 42.3 42.8
－ － 270 300 330 360 400
77 252 291 314 322 409 443
－ － 792 794 815 815 815 800
790 799 811 815 814 820 827
－ － 23 24 30 36 37 30
20 29 33 32 37 40 38
－ － 239 240 242 246 248
238 238 237 238 242 253 250
－ － 210 220 230 240 250
192 236 238 238 257 253 224
－ － 6 6 7 7 8
3 3 3 3 6 7 7

－ － 0 2.5 5 5 10
－ － 0 0 1 3 10
－ － 2,400 2,800 3,200 3,600 4,000

1,537 1,781 2,012 2,290 2,458 2,750 3,499
－ － 35 40 45 50 50
29 41 60 51 56 115 89
－ － 1,290 1,420 1,550 2,000 2,200 1,800
903 1,014 1,591 1,820 1,833 2,278 2,059
－ － 3,920 7,081 8,350 9,270 10,000 5,000

1,297 3,549 6,113 7,235 7,503 7,531 6,520
－ － 67 64 61 57 54
87 89 88 74 77 73 未確定
－ － 79 77 74 72 70
87 79 82 79 72 71 未確定
－ － 86.8 89.5 89.6 92 92 88.5

81.9 88.0 89.3 89.6 91.5 91.7 92.9
－ － 340 340 340 340 340
0 266 309 315 320 325 308

－ － 27 36 36 36 36
0 12 21 24 27 26

－ － 1,275 1,276 － 1,156 1,156
1,265 1,275 1,276 1,276 1,146 1,159 1,159

－ － 10,110 10,116 － 10,000 10,000
10,027 10,107 10,116 10,116 9,838 9,909 9,890

－ － 693 1,436 2,140 2,930 2,930
－ 134 294 552 945 1,525 2,131
－ － 280 290 310 350 350
275 288 288 292 295 308 315
－ － － － 628 850 850 640
600 － － － 811 － －
－ － － － 54 85 85 55
51 － － － 79 － －
－ － － － 364 367 370
349 － － － 330 － －
－ － 525,200 528,900 532,600 550,000 550,000 540,000

514,000 531,161 539,577 545,287 546,544 549,210 577,478

95.4% 126.7%

92.9% 143.6%

89.2% 89.2%

106.9%105.0%

－－

72.7%

90.0% 90.0%

72.7%

178.0%

98.9% 98.9%

100.3% 100.3%

97.3% 97.1%

101.0% 105.0%

178.0%

90.6% 90.6%

93.6% 114.4%

65.2% 130.4%

73.8%

126.7%

57.4%

87.5% 87.5%

102.0%

100.0%

89.6%

100.0%

181.2%

193.0%

110.8%

87.5% 87.5%

102.7%

101.5% 103.4%

100.8%

89.6%

107.0%26

25
学校給食への県産食材
供給組織数

③
消
費
者
と
食
の
絆
を
結
び
豊
か
な
食
生
活
を
育
む
農
業
・
農
村

23

％

食育ボランティア数

24
食事バランスガイド等
の利用率

学校給食での県産農産
物利用率

75.3% 75.3%

113.2%

組織

校

％

27
県産米粉パン導入学校
数

29
販売金額１億円以上の
直売所数

農産加工グループ数 ｸﾞﾙｰﾌﾟ

人

直売所数28

箇所

箇所

30

104.7%

99.5%

110.8%

施設

31 残留農薬検査数 検体

33

35

豚肉トレーサビリティシ
ステム活用の頭数割合

32
HACCPｼｽﾃﾑに対応した乳
業・食品加工施設数

36
環境にやさしい農産物
等認証面積

ｈａ

件

情報発信事業の登録件
数

件

41
農地・水・環境保全向
上対策の活動取組組織
数

協定

先進的営農
活動組織

％

人
エコファーマー認定人
数

34

情報発信事業の発信件
数

kg/ha

38 化学肥料の使用量

40

kg/ha

37

39 化学合成農薬の使用量

家畜排せつ物処理の施
設化率

％

共同活動
組織

人

戸

43 遊休農地の解消面積

箇所

ｈａ

中山間地域農業直接支
払事業の協定数・面積

47

42

ｈａ

箇所

44 市民農園数

店農家レストラン数

48

45

農家民宿数

観光農園数

都市農村交流人口

46

④
環
境
と
調
和
し
地
域
が
輝
く
元
気
な
農
業
・
農
村

H23実績値で評価

(H18)

(H19)

(H18)

(H18)

※ ※

※ ※

※

※

※※

※

※

H22実績値で評価

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

新たな制度への移行

※

※

※

H22実績値で評価

H22実績値で評価

H23実績値で評価



（上段：目標値、下段：実績値）

平成23年
H２４実績値
/最終目標値

方
向
No. 項　　目 平成19年

平成17年
（基準年）

平成24年
（目標年）

平成20年
H２４実績値
/H２４目標値

平成21年 平成22年

－ － 10 20 32 44 55
（H13～17)

34
－ － 265 415 570 725 870

（H13～17)
677
－ － 4 8 12 16 20

（H13～17)
14
－ － 20 40 60 80 130 100

（H13～17)
74
－ － 24 48 72 96 120

（H13～17)
98
－ － 2 4 6 8 15 10

（H13～17)
1

－ － 10 20 30 40 60 50
（H13～17)

23
－ － 4 8 12 16 37 20

（H13～17)
2

－ － 40 80 120 160 200
（H13～17)

82

102.9% 102.9%

180.0%

80.0%

100.0% 100.0%

80.0%

102.3%

120.0%

83.6%

116.2% 215.0%

108.3% 130.0%

133.0%

83.6%
6

98

52

468

ｈａ

98

中山間地域での農道等
の整備延長

直営施工の実施
箇所数

ｋｍ

畑地かんがい施設の整
備・更新面積

53

箇所

基幹的な農業水利施設
の更新延長

ｋｍ

ｋｍ

農業用ため池の改修箇
所数

55

49

54
小水力発電の調査研
究・実施箇所数

14 15

497291

51
生態系や景観に配慮し
た水路の整備延長

⑤
働
き
や
す
く
住
み
良
い
農
業
・
農
村

50

2

23 48

5

14 39

箇所
15 25

17

箇所
0 3

57
山腹水路等の改修箇所
数

箇所

56
地すべり防止施設の補
修箇所数

箇所
3420

457

50

2 27

65

6

10

22136

16

16

895

133119

43

61

12

5

80 110 145

19 28 37

29

77

110.5%110.5%

189

68 93 120

580

※

※

※

※

100%以上 100～90 90～80 80～70 70～60 60～50 50%未満
7 1 2 1 3 0 0 0

割合 14% 29% 14% 43% 0% 0% 0%
15 4 1 4 1 0 2 3

割合 27% 7% 27% 7% 0% 13% 20%
13 9 0 3 1 0 0 0

割合 69% 0% 23% 8% 0% 0% 0%
15 7 4 1 1 0 1 1

割合 47% 27% 7% 7% 0% 7% 7%
9 7 0 2 0 0 0 0

割合 78% 0% 22% 0% 0% 0% 0%
59 28 7 11 6 0 3 4

割合 47% 12% 19% 10% 0% 6% 7%

①

H24最終年目標値に対する達成割合別指標項目数
指標数基本方向

計

②

③

④

⑤

100%以上 100～90 90～80 80～70 70～60 60～50 50%未満
7 1 2 1 3 0 0 0

割合 14% 29% 14% 43% 0% 0% 0%
15 3 2 3 1 1 2 3

割合 20% 13% 20% 7% 7% 13% 20%
13 8 1 3 1 0 0 0

割合 62% 8% 23% 8% 0% 0% 0%
15 3 7 1 2 1 0 1

割合 20% 47% 7% 13% 7% 0% 7%
9 7 0 2 0 0 0 0

割合 78% 0% 22% 0% 0% 0% 0%
59 22 12 10 7 2 2 4

割合 37% 20% 17% 12% 3% 4% 7%
計

基本方向

③

指標数

⑤

H24単年度目標値に対する達成割合別指標項目数

①

②

④




